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定期監査等の結果および意見 

 

 

第１ 監査の概要 

  県の機関における財務に関する事務の執行について、福井県監査委員監査基準（令和２年福井

県監査委員告示第５号）に準拠し、定期監査等を実施した。 

 

 １ 公表の対象機関 

   今回公表の対象とするのは、令和５年８月から令和 6 年２月までの間に定期監査等を実施し

たもののうち、普通会計に係る１１３機関（出先機関）である。 

 

 ２ 監査の主眼および重点事項等 

  （１）定期監査（財務監査）においては、財務に関する事務の執行および経営に係る事業の管

理が法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的に行われており、その組織および

運営の合理化に努めているかを主眼として監査を行った。また、次の３点を重点事項とし

て実施した。 

ア 現金等の取扱いについて 

イ 補助金の執行について 

ウ 公用車の管理について 

（２）行政監査においては、次のテーマについて経済性・効率性・有効性の観点から実施した。 

ア 電子決裁・文書管理システムの運用状況について 

 

 ３ 監査の実施内容 

対象１１３機関のうち、６５機関については実地監査を、４８機関については書面監査を実

施した。 

 対象機関 出先機関 
 

実地監査 書面監査 

普通会計 

知 事 部 局 ５５ ３２ ２３ 

教 育 委 員 会 ４７ ２８ １９ 

公 安 委 員 会 １１ ５ ６ 

計 １１３ ６５ ４８ 

 

（１）実地監査について 

対象機関から資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果を踏まえ、監査

委員が対象機関の関係者から説明を受けて実施した。 

   （２）書面監査について 

対象機関から資料の提出を求め、事務局職員が実施した事前調査の結果に基づき、令

和６年２月２０日に監査委員が書面により実施した。 

       



第２ 監査の結果 

 １ 概要 

   監査を実施した結果、是正または改善を要する事項は３０２件であった。なお、勧告に該当

する事項はなかった。 

 区  分 勧告 指摘事項 指導事項 計 

  
予算関係 

 件 
０ 

 件 
   ０ 

  件 
０ 

件 
   ０ 

 収入関係    ０    ７ ２９ ３６ 

 支出関係    ０    ７ ５８ ６５ 

 契約関係    ０    ２ ５９ ６１ 

 工事関係    ０    ０   １７   １７ 

 財産管理関係  ０ １５   ７５  ９０ 

 その他    ０    ４   ２９   ３３ 

 合 計  ０ ３５ ２６７ ３０２ 

  ※監査結果の処理区分については、次のとおりである。 

≪勧告≫ 

 次に該当するもので監査委員が特に必要と認めるもの 

   ・ 違法または不当な事項で、誤りの程度が重大なものまたは経済性に欠けるもの 

   ・ 故意または過失が原因となっているもの 

≪指摘事項≫ 

   ・ 違法または不当な事項で、誤りの程度が重大なものまたは経済性に欠けるもの 

   ・ 故意または過失が原因となっているもの 

  ≪指導事項≫ 

   ・ 指摘事項にまでは至らないが、適正を欠くもの 

 

 ２ 部局別の実施状況 

（１）総務部 

ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日 

 福井県税事務所 5.12.18 

イ  結果 

     （ア）指摘事項はなかった。 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 

 

（２）未来創造部 

ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

嶺南振興局（若狭） 5.10.27 京都事務所 6. 2.20 

嶺南振興局（二州） 5.10.26 大阪事務所 6. 2.20 

東京事務所 5.11.10  生活学習館 5.12.19 

名古屋事務所 5.11. 9 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 財産管理関係 

・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。 

 



（損害賠償額 １１２,０００円・修繕費 ９９,１６５円）          

（嶺南振興局（若狭）） 

（イ） 指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 

 

（３）防災安全部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 消防学校 6. 2.20  原子力環境監視センター 5.11. 2 

イ 結果 

     （ア）指摘事項はなかった。 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 

 

（４）交流文化部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 恐竜博物館 6. 2.20 一乗谷朝倉氏遺跡博物館 6. 2.20 

 歴史博物館 6. 2.20 福井運動公園事務所 5.12.14 

 美術館 6. 2.20 武道館 6. 2.20 

若狭歴史博物館 5.11.22 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 収入関係 

        ・ 工事等に係る電気料個人負担金の算定を誤り、３０２,８７６円の過少徴収と

なっていた。                       （恐竜博物館） 

ｂ 財産管理関係 

        ・ 公用車の事故（物損１件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

（損害賠償額 ９５,２９４円）               （恐竜博物館） 

・ 昨年度に引き続き、委託により取得した備品について、生産等調書により物

品管理者に引継ぎをせず、備品台帳への登記も行っていないものがあった。 

                              （恐竜博物館） 

（イ） 指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 

 

（５）エネルギー環境部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 自然保護センター 6. 2.20  年縞博物館 6. 2.20 

海浜自然センター 6. 2.20 

イ 結果 

（ア） 指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め 

た。 

ａ 契約関係 

        ・ 契約金額が５０万円以上の物品調達において、請書を徴していないものがあ

った。                       （海浜自然センター） 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



（６）健康福祉部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井健康福祉センター    5.10. 3 

 

 総合福祉相談所    6. 2.20 

 坂井健康福祉センター    5.10.30 

 

 こども療育センター    5. 9. 5 

 奥越健康福祉センター    5. 8.30 
 嶺南振興局 

敦賀児童相談所 
   6. 2.20 

丹南健康福祉センター    6. 2.20 和敬学園    5.10.13 

 嶺南振興局 

二州健康福祉センター 
5.11. 2 看護専門学校 5. 9. 5 

 嶺南振興局 

若狭健康福祉センター 
   6. 2.20 衛生環境研究センター    6. 2.20 

イ 結果 

（ア） 指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め 

た。 

ａ 収入関係 

 ・ 行政財産使用料について、調定決議書の決裁を受けず、また必要な公印押印

の手続を行わないまま納入通知書を発行しているものがあった。 

                              （看護専門学校） 

ｂ 支出関係 

 ・ ３年連続して、電気料の支払手続を失念したため、同じ口座から引落予定の

別の料金が引落不能となっているものがあった。     （総合福祉相談所） 

 ・ 昨年度に引き続き、報償費の支払金額を誤り、後日返納を受けているものが

あった。                         （看護専門学校） 

ｃ 財産管理関係 

 ・ 公用車の事故（物損２件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。 

 （損害賠償額 ５３,１５２円、修繕費 ９９,７３７円） 

（福井健康福祉センター） 

 ・ 公用車の事故（物損７件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。 

 （損害賠償額 ９３,２６５円、修繕費 １１７,８２１円、９８,６２６円、 

９８,３０７円、９４,１９３円、１５,４００円、１３,７５０円） 

（総合福祉相談所） 

（イ） 指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 

 

（７）産業労働部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井産業技術専門学院 5.12.21  工業技術センター 6. 2.20 

 敦賀産業技術専門学院 6. 2.20 

イ 結果 

     （ア）指摘事項はなかった。 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



（８）農林水産部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井農林総合事務所 5.11.20  畜産試験場 5.11. 8 

坂井農林総合事務所 5.10.23 家畜保健衛生所 6. 2.20 

奥越農林総合事務所 5.10.12 水産試験場 6. 2.20 

丹南農林総合事務所 5.11. 6 

 

越前漁港事務所 5. 9. 6 

農業試験場 5.10. 4 総合グリーンセンター 5.11.29 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 収入関係 

・ 土地改良財産に係る他目的使用料の調定が著しく遅れていた。 

                        （丹南農林総合事務所） 

・ ３年連続して、漁港施設使用料の算定を誤り、２３円の過少徴収となっていた。 

（越前漁港事務所） 

ｂ 支出関係 

 ・ 負担金の支払金額を誤り、３,０００円の過大支出となっていた。 

                           （福井農林総合事務所） 

 ・ 補助金について、補助対象外としなければならない経費を対象経費として検査

していたため、補助金１件３,８１９円を過大に交付していた。 

（奥越農林総合事務所） 

 ・ ３年連続して、補助金について、補助対象額に影響はなかったものの、補助対

象外としなければならない経費を対象経費として検査しているものがあった。 

                                            （丹南農林総合事務所） 

ｃ 財産管理関係 

 ・ 公用車の事故（物損２件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。 

（損害賠償額 １０５,４５８円・修繕費 ２５,３５５円、 

修繕費 １５,４００円）              （福井農林総合事務所） 

ｄ その他 

 ・ 治山事業で施工した箇所においてモルタルが剥離・落下したことにより、損

害賠償金が発生していた。 

（損害賠償額 ６９０,０３０円）          （丹南農林総合事務所） 

（イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



（９）土木部 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井土木事務所    5.11.15 
 嶺南振興局 

小浜土木事務所 
   5.11.21 

 三国土木事務所    5.11. 1  吉野瀬川ダム建設事務所    6. 2.20 

 奥越土木事務所    5.10. 2 福井港湾事務所    6. 2.20 

 丹南土木事務所    5.10.20 
 嶺南振興局 

敦賀港湾事務所 
5.11.29 

 嶺南振興局 

 敦賀土木事務所 
   5.10. 6  福井空港事務所    6. 2.20 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 収入関係 

 ・ 行政財産使用料について、調定決議書の決裁を受けず、また必要な公印押印

の手続を行わないまま納入通知書を発行しているものがあった。 

                                           （奥越土木事務所） 

ｂ 契約関係 

 ・ 昨年度に引き続き、修繕契約において、誤った額の収入印紙が貼付された契

約書を受領しているものがあった。      （嶺南振興局小浜土木事務所） 

ｃ 財産管理関係 

 ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 １６３,８３８円）              （三国土木事務所） 

        ・ 昨年度に引き続き、郵便切手類について、郵便切手類出納簿への登記を適正

に行っていないものがあった。             （奥越土木事務所） 

        ・ 昨年度に引き続き、原材料品について、原材料品出納簿への登記を適正に行

っていないものがあった。   （丹南土木事務所、嶺南振興局小浜土木事務所） 

（イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



   （１０）教育委員会 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 嶺南教育事務所 5.11.27 美方高等学校 5. 9.28 

生涯学習センター 5.12.19 若狭高等学校 6. 2.20 

教育総合研究所 5. 9.11 福井農林高等学校 5.10. 4 

特別支援教育センター 5. 9. 5 科学技術高等学校 5.12.14 

図書館 6. 2.20 敦賀工業高等学校 6. 2.20 

こども歴史文化館 6. 2.20 福井商業高等学校 6. 2.20 

奥越高原青少年自然の家 5. 8.30 坂井高等学校 5.10.30 

芦原青年の家 6. 2.20 奥越明成高等学校 5. 8.30 

鯖江青年の家 6. 2.20  武生商工高等学校 5.12. 4 

三方青年の家 5. 9.28 若狭東高等学校 5.11.27 

藤島高等学校 5.12.18 道守高等学校 5.12.14 

高志高等学校 5.10. 3  盲学校 5.12.21 

羽水高等学校 6. 2.20  ろう学校 6. 2.20 

足羽高等学校 6. 2.20  福井特別支援学校 6. 2.20 

三国高等学校 5.11. 8  福井南特別支援学校 6. 2.20 

金津高等学校 5.12. 4  福井東特別支援学校 5. 9. 5 

丸岡高等学校 6. 2.20  清水特別支援学校 6. 2.20 

大野高等学校 5.10.16  嶺北特別支援学校 6. 2.20 

勝山高等学校 5.10.16  奥越特別支援学校 5.10.16 

鯖江高等学校 6. 2.20 南越特別支援学校 5.12. 4 

丹生高等学校 5.10.13 嶺南東特別支援学校 5. 9.28 

武生高等学校 6. 2.20 嶺南西特別支援学校 5.11.27 

武生東高等学校 6. 2.20 高志中学校 5.10. 3 

敦賀高等学校 6. 2.20 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 収入関係 

        ・ 生産物売払収入の調定が著しく遅れていた。 

                                     （坂井高等学校） 

ｂ 支出関係 

 ・ 戻入処理しなければならない当年度支出に係る光熱水費について、歳入調定

し、雑入で受け入れていた。             （福井商業高等学校） 

ｃ 財産管理関係 

 ・ 昨年度に引き続き、備品の廃棄処分後に廃棄調書を作成しているものがあっ

た。                          （若狭高等学校） 

ｄ その他 

 ・ 草刈り作業の際、不注意により個人の自動車を損傷し、損害賠償金の支払が

発生していた。 

(損害賠償額 ２１１,９４８円)             （敦賀高等学校） 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



（１１）公安委員会 

    ア 対象機関および実施年月日 

    対象機関 実施年月日     対象機関 実施年月日 

 福井警察署  5.12.19  坂井西警察署  5. 9.11 

 福井南警察署 6. 2.20 鯖江警察署  6. 2.20 

 大野警察署 6. 2.20 越前警察署  6. 2.20 

勝山警察署 6. 2.20 敦賀警察署  6. 2.20 

 あわら警察署  5.12. 4  小浜警察署  5.11.22 

坂井警察署  5.11.29 

イ 結果 

（ア）指摘事項として、次の事項が見受けられたので、適切な措置を講じることを求め

た。 

ａ 収入関係 

 ・ 令和４年度の証紙収納額報告の一部について、年度を越えて報告しているも

のがあった。                       （敦賀警察署） 

ｂ 支出関係 

・ 報償費について、債権者を誤って支出し、翌年度に返納を受けるとともに正 

しい債権者へ支払っているものがあった。          （小浜警察署） 

ｃ 財産管理関係 

 ・ 公用車の事故（物損８件）により、損害賠償金および修繕費の支払が発生し

ていた。 

（損害賠償額 ８４,０４０円・修繕費 １３,７２８円、 

修繕費 １９１,６８６円、９９,８２５円、８０,５９７円、５２,８００円、 

４９,９４０円、３３,６７１円、８,５８０円）        （福井警察署） 

 ・ 公用車の事故（物損５件）により、損害賠償金、修繕費および車両運搬費の

支払が発生していた。 

（損害賠償額 １,４８２,８００円・修繕費 ２２４,５４３円、損害賠償額  

４７５,２００円・修繕費 ８５９,４６３円・運搬費 ３０,０００円、修繕費 

９９,７７０円、９９,５０６円、３０,８００円）       （越前警察署） 

        ・ 公用車の事故（物損２件）により、損害賠償金の支払が発生していた。 

 （損害賠償額 ９５,７４６円、８７,３８７円）        （敦賀警察署） 

        ・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

（修繕費 ２９１,８７４円、２０９,５１７円、７９,２６６円、２１,７８０円、

１９,２２８円）                      （小浜警察署） 

ｄ その他 

・ 看板の管理不備により個人の自動車を損傷し、損害賠償金の支払が発生して 

いた。 

（損害賠償額 １６１,０９９円）             （福井南警察署） 

・ 交通違反車両誘導の際、不注意により個人の自動車を損傷し、損害賠償金の支 

払が発生していた。 

（損害賠償額 ２３１,４０３円）             （坂井西警察署） 

     （イ）指導事項として、一部に改善を要する事項が見受けられたので、改善を求めた。 



３ 指導事項 

改善を求めた指導事項の主なものは、次のとおりである。 

 

  （１）収入関係 

・ 誤って徴収したものや証紙の抹消を誤ったものがあり、還付加算金が発生しているも

のがあった。 

  （２）支出関係 

・ 公共料金等の支払において、公共資金前渡職員口座（公共料金引落専用口座）への支

払手続を失念したため、引落不能となっているものがあった。 

 ・ 支払金額を誤り、後日返納を受けているものや追加で支払しているものがあった。 

（３）契約関係 

・ 委託契約において、収入印紙が貼付されていない契約書や誤った額の収入印紙が貼付

された契約書を受領しているものがあった。 

・ 委託契約において、契約保証金免除の根拠とした契約履行実績が、過去２年間の同種

同規模のものとなっていないものがあった。 

 （４）工事関係 

    ・ 工事検査は、契約担当者または契約担当者から検査を命じられた工事検査職員が行わ

なければならないが、他の職員が行っているものがあった。 

    ・ 契約書に単価抜き設計書を添付していなかった。 

（５）財産管理関係 

・ 委託や工事により取得した備品について、生産等調書により物品管理者に引継ぎをせ 

ず、備品台帳への登記も行っていないものがあった。 

・ 委託や工事により取得した備品について、生産等調書により物品管理者に引継ぎをす

る際、金額を誤っているものがあった。 

  （６）その他 

・ 内部統制にかかるリスク評価シートについて、前年度の指摘事項を重点取組事項とし

て選定していないものがあった。 

・ 出納員等による月 1回の会計書類と帳簿の照合を行っていない所属があった。 

 

４ 重点事項等 

改善を求めた指導事項等の主なものは、次のとおりである。 

 

（１）定期監査（財務監査） 

ア 現金等の取扱いについて 

・ 郵便切手類について出納簿への登記を適正に行っていないものがあった。 

・ 現金領収した手数料等について、指定金融機関への払込みが遅れているものがあった。 

イ 補助金の執行について 

・ 補助金額に影響はなかったものの、補助対象外としなければならない経費を対象経費 

として検査しているものがあった。 

・ 要綱や要領で定める期限までに実績報告書を徴しなければならないが、遅れているも 

のがあった。 

ウ 公用車の管理について 

・ 公用車を損傷し、修繕費の支払が発生していた。 

・ 県有自動車管理規程に基づく事故報告を怠っているものがあった。 

・ 運転日誌の酒気確認欄の記載が漏れているものが多数見受けられた。 

 

（２） 行政監査 

ア 電子決裁・文書管理システムの運用状況について 



・ 電子決裁対象文書について、特段の理由なく紙決裁としている所属があった。 

・ 電子決裁対象文書で原本保存が必要な紙文書について、福井県電子決裁運用方針に定め

られた方法により保存していない所属があった。  

 

第３ 監査の意見 

監査の結果について、次のとおり意見を付す。 

  

１ 支出事務、財産管理事務、契約事務を中心に、基本的な手続の不備や確認不足による誤りが

多く見受けられたほか、前年度の監査において是正または改善を求めたにもかかわらず、措置が

不十分と認められる事例が複数見受けられた。原因を把握した上で実効性のある再発防止策を講

じるとともに、職員相互による内部チェックが形骸化することなく十分に働くよう、さらなる内

部統制の充実強化、効果発現に努められたい。 

 

２ 現金の取扱いについては、領収した現金の指定金融機関への払込みが遅れていたものなど事

務処理が適正に行われていないものが見受けられた。 

現金については、紛失や盗難等の可能性があり、厳正な管理が必要なことから、複数職員に

よる確認を徹底するなど内部統制を有効に働かせ、慎重かつ確実に行われたい。 

 

３ 公用車の事故等による修繕費の支出が多く発生している。県は交通安全、交通事故抑止を

推進する立場であることを十分に認識し、安全運転意識の醸成に努めるとともに、事故の原

因を分析し、未然防止に向けた対策を強化されたい。 

また、令和５年１２月からの改正道路交通法施行規則の施行に伴い、運転前後における酒気 

  確認等の適切な実施を徹底されたい。 

 

４ 地方公共団体の契約は一般競争入札を原則としており、契約締結に当たっては、競争性の

ある契約方法をとることができないか十分に検討を行うことが必要である。 

一定金額以内の契約については、随意契約によることができるが、一括して発注可能である 

  契約を分割して発注しているものがあったので、公正性や経済性の確保の観点から適正な事務 

の執行に務められたい。 

また、特命随意契約とする場合においても、業務内容や範囲を精査し、競争が可能な部分は 

  分割して契約を行うなど、競争性を確保するよう務められたい。 

 

５ 物品管理については、受払に係る手続誤りや備品台帳等への登記が適正でないものが複数見

受けられた。物品の受払の際は複数職員により確認を行うとともに、定期的に現物と台帳等との 

照合を行うなど、適正な管理に努められたい。 

 

６ 電子決裁・文書管理システムが令和４年４月から稼働し、文書の起案・決裁・保存等は電子 

 化して行うこととなっているが、特段の理由なく紙決裁としているものや、電子決裁を行った

にもかかわらず書類を保管しているもの等、誤った処理が多数見受けられた。業務効率化や職員

の働き方改革等の推進のため、適切な運用を徹底されたい。 


